
～ 財務書類４表 用語解説 ～

【 貸借対照表の用語解説 】

■ 普通会計における科目の内訳

生活インフラ・国土保全 土木費

教育 教育費

福祉 民生費

環境衛生 衛生費

産業振興 農林水産業費，労働費，商工費

消防 消防費

総務 総務費，その他

用 語 解 説

売却可能資産

投資及び出資金

公共資産のうち，遊休資産や未利用資産など売却が可能な資産
　≪新規項目≫
　※ 本年度においては，現在，販売や分譲を行っている土地など
　　 の資産を計上

公営企業や第三セクター等など他団体に対する出資金・出えん金
※ 連結対象団体に いては 内部取引として調整

貸 借 対 照 表 の 科 目 予 算 上 の 科 目

土地や建物など長期間にわたって，行政サービスを提供するため
に使用する資産　≪変更項目≫

有形固定資産
資

産

の

無形固定資産
法律的な権利などの目に見えない無形のもので，利益を獲得する
ために必要な資産（水利権など）　≪新規項目≫

投資及び出資金

投資損失引当金

　※ 連結対象団体については，内部取引として調整

連結対象団体に対する将来回収不能と見込まれる投資金額

個人・法人等に対する貸付金の残高
　※ 長期延滞債権や未収金に計上される収入未済額を除く

貸付金

市税や使用料，貸付金などの収入未済額のうち，１年以上未収の
もの　≪新規項目≫

時効等により将来回収不能となる可能性が高いと見込まれる額
　≪新規項目≫

長期延滞債権

回収不能見込額

歳計現金 当該年度の歳入・歳出の差額（年度末の繰越残高）

部

繰延勘定
開発に要する経費など，既に支出された費用のうち，その効果が
将来に及ぶもの　≪新規項目≫

未収金
市税や使用料，貸付金などの収入未済額のうち，１年以内に発生
したもの　≪変更項目≫



用 語 解 説

地方債・長期借入金 地方債や長期借入金のうち，翌々年度以降に返済が生じるもの

長期未払金
債務の履行を受けたもののうち，翌々年度以降に返済が生じる
もの　≪変更項目≫

退職手当引当金
年度末に全職員が自己都合により退職すると仮定した場合の要支
給額（将来発生する退職手当の見込額を計上）

第三セクター等への損失補償債務について，将来発生する損失補
償等の履行見込額　≪新規項目≫

損失補償等引当金

地方債や長期借入金のうち，翌年度に返済が生じるもの
翌年度償還予定
地方債（額）

短期借入金
（翌年度繰上充用金）

翌年度歳入からの借入金

有形固定資産及び投資等の財源となっている一般財源等
　≪変更項目≫

有形固定資産及び投資等以外の財源となっている一般財源等
その他一般財源等

未払金
債務の履行を受けたもののうち，翌年度に返済が生じるもの
　≪変更項目≫

翌年度支払予定
退職手当

職員に支払う退職手当のうち，翌年度に支出予定のもの

賞与引当金 翌年度に支払うことが予定される賞与のうち，今年度負担分

負

債

の

部

純

資

産

公共資産等整備
国県補助金等

有形固定資産及び投資等の財源となっている国県補助金等
　≪変更項目≫

公共資産等整備
一般財源等

注 記

有 固定資産及 投資等 財源 般財源等
　≪変更項目≫

その他一般財源等

資産評価差額
売却可能資産として新たに追加計上したことに伴う変動額や寄附
等により無償で受贈した場合の評価差額　≪新規項目≫

の

部

※１ 他団体や民間企業等に支出した資産形成に係る補助金・負担金とその
財源
（市の資産の資産ではないため，貸借対照表には，計上しない）

他団体及び民間への
支出金により形成さ
れた資産

一般会計等の将来負
担に関する情報

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく，一般会計等の
「将来負担比率」の算定根拠となった債務負担行為額や公営企業の負
債に関するものなど，一般会計等において将来的に負担が見込まれる
債務

※４

※２ 債務負担行為に関す
る情報

貸借対照表に計上したもの以外の，物件の購入等に係る債務負担行為
や債務保証や損失補償等の額



【 行政コスト計算書の用語解説 】

他会計等への支出額

人
に
か
か
る
コ
ス
ト

物
に
か
か
る
コ
ス
ト

移

転

支

出

的

な

コ

ス

用 語 解 説

人件費
給与（報酬，職員給，手当等）などの額から退職手当（退職手当組合
負担金）及び前年度賞与引当金を控除した額　≪変更項目≫

退職手当（等）引当金
繰入等

補助金等

退職手当引当金に今年度，新たに繰り入れた額

賞与引当金繰入額
翌年度支払うことが予定されている賞与のうち，今年度負担分
　≪新規項目≫

物件費

維持補修費

他団体への公共資産

経

常

行

政

コ

減価償却費

社会保障給付

旅費，委託料，光熱水費などの経費

施設などの維持修繕に要する経費

有形固定資産が経年劣化に伴い，価値が減少したと認められる
金額

児童手当の支給，高齢者や障害者に対する援護措置，生活保護な
どに要する経費

各種団体に対する補助金など

特別会計，公営企業会計など他会計に対する財政的な支援の額

回収不能見込計上額

ス

ト

そ

の

他

の

コ

ス

ト

経

常

収

益

経常行政コストから行政サービス提供の対価である使用料・手数料
や分担金・負担金などの経常収益を差し引いた金額

施設等の利用に対する料金や公の役務の提供に対して徴収する料
金の調定額

分担金・負担金，寄附金の調定額

  純経常行政コスト

他団体への公共資産
整備補助金等

支払利息

ス

ト

他団体及び民間において資産を形成するために拠出した支出金

地方債，長期借入金及び一時借入金の利子支払額

分担金・負担金，
寄附金

その他行政コスト

使用料・手数料

新たに回収不能見込となった市税や使用料などの未収金や長期延
滞債権の額　≪新規項目≫

失業対策に要した経費など　≪変更項目≫



【 純資産変動計算書の用語解説 】

純資産を構成する科目相互間で資金の振替を行う項目

公共資産整備への
財源投入

貸借対照表の公共資産を整備するために投じた財源の変動

公共資産整備による
貸借対照表の公共資産の処分（売却等）による財源の変動

用 語 解 説

地方譲与税，地方消費税交付金，財産収入，諸収入など
当

期

変

その他行政コスト
充当財源

補助金等受入

臨時損益 経常的でない特別の事由に基づく損益

国庫支出金，県支出金

災害復旧事業費

期

首

・

期

末

残

高

地方税

地方交付税

市民税，固定資産税，軽自動車税など

普通交付税，特別交付税

公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

有形固定資産及び投資等の財源となっている国県補助金等

有形固定資産及び投資等の財源となっている一般財源等

その他一般財源等 有形固定資産及び投資等以外の財源となっている一般財源等

災害によって被害を受けた施設の復旧に要する経費

科目振替

売却可能資産として新たに追加計上したことに伴う変動額や寄附
等により無償で受贈した場合の評価差額

資産評価差額

【 資金収支計算書の用語解説 】

貸付金・出資金等
への財源投入

貸借対照表の投資等に投じた財源の変動

貸付金・出資金等の
回収による財源増

貸借対照表の投資等の資金回収等による財源の変動

公共資産整備による
財源増

貸借対照表の公共資産の処分（売却等）による財源の変動

動

高

経常的な行政活動に係る収入・支出

貸借対照表の有形固定資産形成のための支出・財源

減価償却による公共資産等形成財源から一般財源等への財源の変動
減価償却による
財源増

売却可能資産の追加計上や資産評価替による変動額

寄附等などによる無償で受贈した資産の計上額

資産評価替による
変動額

無償受贈財産の受入

外郭団体などへの出資金，貸付金，市債の元金償還額などの
経費・財源

  経常的収支の部

  公共資産整備収支の部

  投資・財務的収支の部

用 語 解 説
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